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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第91期
第１四半期
連結累計期間

第92期
第１四半期
連結累計期間

第91期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 （百万円） 6,197 5,460 26,024

経常損失（△） （百万円） △82 △150 △48

四半期（当期）純損失（△） （百万円） △154 △220 △1,817

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △389 269 △1,341

純資産額 （百万円） 24,672 23,168 23,248

総資産額 （百万円） 46,548 45,941 45,560

１株当たり四半期（当期）
純損失金額（△）

（円） △4.55 △6.52 △53.55

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.5 50.0 50.6
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２  売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）を含んでおりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 

当第１四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 
(1)  業績の状況

 
当第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日～平成26年６月30日）におけるわが国経済は、政府による経済・

金融政策などの効果により、一部では企業業績向上や雇用情勢の改善の動きなど、国内経済の回復の兆しが見られ

ました。しかしながら、消費税率引き上げや不安定な世界経済などの影響も受け、依然として先行き不透明な状況

が続いております。

衣料品業界におきましては、景気回復の期待感はあるものの全体の消費マインドの改善は見られず、エネルギー

や輸入コストが上昇するなど、依然として厳しい環境にあります。

このような経営環境が続くなか、当社グループは「お客様第一」「品質本位」の基本理念を基にグループ全体で

経営の効率化に取り組んでまいりました。

衣料事業につきましては、株式会社ニューヨーカーを中心とする小売販売は、消費税率引き上げに伴う駆け込み

需要の反動減があり、ＯＥＭ（取引先ブランド製造卸）の受注・販売は、利益率・資金効率の低い事業を縮小した

ため、売上高は前年同四半期比で減少いたしました。

不動産賃貸事業につきましては、小田原の商業施設「ダイナシティ」のリニューアル効果等により、売上高は前

年同四半期比で増加いたしました。

当第１四半期連結累計期間の売上総利益は、衣料事業の売上高の減少及びこれに伴う売上原価の減少により、前

年同四半期に比べ321百万円減少しましたが、売上総利益率は53.9％から55.3％に上昇いたしました。

当第１四半期連結累計期間の営業損失は、業績連動型の賞与を含む労務費及び賃借料等の減少がありましたが、

売上総利益の減少により、前年同四半期に比べ65百万円増加いたしました。

当第１四半期連結累計期間の経常損失は、営業損失の増加により、前年同四半期に比べ67百万円増加いたしまし

た。

当第１四半期連結累計期間の四半期純損失は、経常損失の増加により、前年同四半期に比べ66百万円増加いたし

ました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は5,460百万円（前年同四半期比11.9％減）、営業損失は

295百万円（前年同四半期は営業損失229百万円）、経常損失は150百万円（前年同四半期は経常損失82百万円）、四

半期純損失は220百万円（前年同四半期は四半期純損失154百万円）となりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 
①衣料事業

当第１四半期連結累計期間における売上高は、前年同四半期と比較して743百万円減少し、4,425百万円（前年

同四半期比14.4％減）、セグメント損失は、前年同四半期と比較して203百万円増加し、597百万円（前年同四半

期はセグメント損失394百万円）となりました。

 
②不動産賃貸事業

当第１四半期連結累計期間における売上高は、前年同四半期と比較して11百万円増加し、1,089百万円（前年同

四半期比1.1％増）、セグメント利益は、前年同四半期と比較して33百万円増加し、246百万円（前年同四半期比

16.0％増）となりました。

 
(2)  財政状態の分析

 
当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して381百万円増加し、45,941百万円

（前連結会計年度末比0.8％増）となりました。この主な内容は、現金及び預金の増加、受取手形及び売掛金の減

少、減価償却等による固定資産の減少及び投資有価証券の時価評価による影響等であります。

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と比較して79百万円減少して23,168百万円

（前連結会計年度末比0.3％減）となり、自己資本比率は50.0％となりました。

 
(3)  事業上及び財務上の対処すべき課題

 
当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 
(4)  研究開発活動

 
記載すべき重要な研究開発活動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

 

①  【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000
 

 
②  【発行済株式】

 

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成26年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 37,696,897 37,696,897

東京証券取引所
(市場第一部)
名古屋証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 37,696,897 37,696,897 － －
 

 
 
(2) 【新株予約権等の状況】

 
該当事項はありません。

 
 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 
該当事項はありません。

 
 
(4) 【ライツプランの内容】

 
該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

 
(百万円)

資本金残高

 
(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

 平成26年４月１日～

 平成26年６月30日
－ 37,696 － 6,891 － 7,147

 

 
 
(6) 【大株主の状況】

 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ダイドーリミテッド(E00550)

四半期報告書

 7/21



 

(7) 【議決権の状況】

 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①  【発行済株式】

平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

17,555
単元株式数は100株で

あります。普通株式 3,872,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,805,700 338,057 同上

単元未満株式 普通株式 18,797 － 同上

発行済株式総数  37,696,897 － －

総株主の議決権  － 355,612 －
 

(注)  単元未満株式数には、当社所有の自己株式が77株含まれております。

 
② 【自己株式等】

平成26年６月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ダイドーリミテッド

東京都千代田区外神田
三丁目１番16号

2,116,900 1,755,500 3,872,400 10.27

計 － 2,116,900 1,755,500 3,872,400 10.27
 

(注)  当社は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」導入に伴い、平成21年４月１日付で自己株式428,500株および平

成24年12月13日付で自己株式1,500,000株を資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（東京都中央区

晴海１丁目８番12号）へ拠出しております。なお、自己株式数については、平成26年３月31日現在において信

託Ｅ口が所有する当社株式（1,755,500株）を自己株式数に含めております。
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２ 【役員の状況】

 
該当事項はありません。

 
 

EDINET提出書類

株式会社ダイドーリミテッド(E00550)

四半期報告書

 9/21



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,398 4,076

  受取手形及び売掛金 2,964 2,032

  たな卸資産 4,683 4,481

  その他 1,555 1,704

  貸倒引当金 △49 △42

  流動資産合計 12,551 12,253

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 8,563 8,326

   その他（純額） 2,345 2,371

   有形固定資産合計 10,909 10,698

  無形固定資産 939 918

  投資その他の資産   

   投資有価証券 18,671 19,525

   その他 2,696 2,754

   貸倒引当金 △208 △208

   投資その他の資産合計 21,159 22,071

  固定資産合計 33,008 33,688

 資産合計 45,560 45,941
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 854 609

  短期借入金 4,520 5,020

  1年内返済予定の長期借入金 1,660 1,660

  未払法人税等 269 162

  賞与引当金 61 97

  ポイント引当金 52 51

  その他 2,833 3,050

  流動負債合計 10,252 10,651

 固定負債   

  長期借入金 4,850 4,850

  長期預り保証金 5,857 5,664

  その他 1,351 1,606

  固定負債合計 12,059 12,121

 負債合計 22,311 22,773

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,891 6,891

  資本剰余金 8,612 8,612

  利益剰余金 9,126 8,549

  自己株式 △3,863 △3,863

  株主資本合計 20,767 20,191

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 575 1,205

  為替換算調整勘定 1,728 1,596

  その他の包括利益累計額合計 2,303 2,801

 新株予約権 101 108

 少数株主持分 75 67

 純資産合計 23,248 23,168

負債純資産合計 45,560 45,941
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 6,197 5,460

売上原価 2,859 2,443

売上総利益 3,338 3,016

販売費及び一般管理費 3,568 3,312

営業損失（△） △229 △295

営業外収益   

 受取利息 68 91

 受取配当金 100 101

 為替差益 5 －

 持分法による投資利益 5 6

 その他 46 32

 営業外収益合計 225 231

営業外費用   

 支払利息 67 61

 為替差損 － 8

 その他 10 15

 営業外費用合計 78 86

経常損失（△） △82 △150

特別利益   

 固定資産売却益 － 1

 特別利益合計 － 1

特別損失   

 固定資産除売却損 0 8

 特別損失合計 0 8

税金等調整前四半期純損失（△） △82 △157

法人税、住民税及び事業税 94 139

法人税等調整額 △20 △72

法人税等合計 73 66

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △156 △224

少数株主損失（△） △2 △3

四半期純損失（△） △154 △220
 

EDINET提出書類

株式会社ダイドーリミテッド(E00550)

四半期報告書

13/21



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △156 △224

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △782 630

 為替換算調整勘定 529 △154

 持分法適用会社に対する持分相当額 20 18

 その他の包括利益合計 △232 493

四半期包括利益 △389 269

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △394 276

 少数株主に係る四半期包括利益 5 △7
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

 
 

当第１四半期連結累計期間

(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日)

（会計方針の変更）

当第１四半期連結会計期間より「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第30 号 平成25 年12 月25 日）を適用しております。なお、当第１四半期連結会計期間の

期首より前に締結された信託契約であるため、従来採用していた方法により会計処理を行っており、これによる

四半期連結財務諸表への影響はありません。
 

 
 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

 
当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
 

 
前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日
  至  平成26年６月30日)

減価償却費 558百万円 427百万円
 

 
 
(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

 

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 713 20.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

(注)  平成25年６月27日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｅ口）に対する配当金35百万円を含んでおります。

 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

 

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 355 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

(注)  平成26年６月27日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｅ口）に対する配当金17百万円を含んでおります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２衣料事業 不動産賃貸事業

売上高      

  外部顧客への売上高 5,168 1,029 6,197 － 6,197

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ 48 48 △48 －

計 5,168 1,078 6,246 △48 6,197

セグメント利益又は損失(△) △394 212 △182 △47 △229
 

(注) １  セグメント利益又は損失(△)の調整額△47百万円には、セグメント間取引消去０百万円、各報告セグメント

に配分していない全社収益及び全社費用△48百万円が含まれております。全社収益は主にグループ子会社か

らの経営管理指導料であり、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２衣料事業 不動産賃貸事業

売上高      

  外部顧客への売上高 4,425 1,035 5,460 － 5,460

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ 54 54 △54 －

計 4,425 1,089 5,514 △54 5,460

セグメント利益又は損失(△) △597 246 △351 56 △295
 

(注) １  セグメント利益又は損失(△)の調整額56百万円には、セグメント間取引消去０百万円、各報告セグメントに

配分していない全社収益及び全社費用55百万円が含まれております。全社収益は主にグループ子会社からの

経営管理指導料であり、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日
  至  平成26年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △4円55銭 △6円52銭

(算定上の基礎)   

四半期純損失金額(△)(百万円) △154 △220

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純損失金額(△)(百万円) △154 △220

普通株式の期中平均株式数(千株) 33,894 33,824

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

－ －

 

(注)１  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため、記載しておりません。

２  株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金

額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第１四半期連結累計期

間1,796千株、当第１四半期累計期間1,755千株であります。

 
 

EDINET提出書類

株式会社ダイドーリミテッド(E00550)

四半期報告書

17/21



 

(重要な後発事象)

当社は、平成26年８月４日開催の当社取締役会において、連結子会社である大同利美特（上海）有限公司の事業

構造改善による経営合理化について決議いたしました。

 
１．合理化実施の理由

当社は、中華人民共和国（以下、中国）に大同利美特（上海）有限公司を設立し、上海市と安徽省馬鞍山市

に製造工場を設け衣料原料・製品の製造を行い、グループ内各社や取引先への製品の販売を行っております。

工場の運営においては、主力である毛織物の原材料の値上がりや労務費の上昇など製造原価の上昇要因が多

く、当社グループの衣料事業が低迷する原因のひとつとなっております。

このような厳しい事業環境が続くなか、これまで工場の一部の工程を上海市から安徽省馬鞍山市へ移転する

など、固定費の低減を進めてまいりましたが、収益基盤の再構築のために抜本的な合理化が必要であると判断

し、以下の事業構造改善のための施策を実施することといたしました。

 
２．合理化の内容

（1）製造体制の再構築

中国上海市にあります衣料原料の製造部門においては、紡績工程は撚糸以外の工程を廃止し、染色・紡織工

程は規模を縮小いたします。工程の廃止や縮小を実施することにより、原料を取引先から調達し、工程の一部

を委託することとなりますが、技術開発・継承を目的とする製造ラインは残し、当社の基準に合った取引先と

の関係を構築することにより品質を維持してまいります。

同じく中国上海市にあります衣料製品の縫製部門は、高級ハンドメイド製品の製造ラインのみを残し、これ

以外を中国安徽省馬鞍山市に移設して固定費の圧縮を図ってまいります。移設後の縫製部門は、これまでと同

程度の製造能力を保有し、衣料製品の製造可能数量や品質を維持して、製造・販売を継続してまいります。

これらの事業構造改革を実行して工場の製造費用の低減を図り、当社がより付加価値を生み出せる分野に経

営資源を集中することで、経営の合理化を進めてまいります。

 
（2）人員削減

製造体制の再構築に伴い、経営の合理化に向けた人材の再配置を図るとともに人員削減を実施いたします。

①人員削減の方法：契約合意解除

②対象者：大同利美特（上海）有限公司の社員

③人員数：250名程度

④退職日：平成26年8月5日以降

⑤その他：退職者に特別加算金を上乗せして支給する

 
３．今後の見通し

今回の経営合理化による平成27年3月期の業績への影響につきましては、社員数の減少による費用削減効果や

特別退職加算金などの費用発生が見込まれますが、現時点において影響金額は未定であります。
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２ 【その他】

 
該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月８日

株式会社ダイドーリミテッド

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士　　 中川昌美　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士　　 唯根欣三　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士　　 吉岡昌樹　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイ

ドーリミテッドの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月

１日から平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイドーリミテッド及び連結子会社の平成26年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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